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(57)【要約】
【課題】遮断動作よりも遅い開閉速度で動作させ、操作
エネルギーを抑制し、開閉に伴う衝撃力の低減を図る。
【解決手段】接離自在の一対の接点９を有する真空バル
ブ１０と、真空バルブ１０の固定側に固定されるととも
に、絶縁支持碍子２の一方端に固定された上部主回路導
体４と、可動側に設けられるとともに、絶縁支持碍子２
の他方端に固定され、且つ可動側通電軸１３が摺動接触
する下部主回路導体７と、可動側通電軸７端に連結され
た絶縁操作ロッド１７と、絶縁操作ロッド１７に連結さ
れた操作機構１ｂとを備え、接点９の開閉速度を遮断動
作よりも遅くしたことを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接離自在の一対の接点を有する真空バルブと、
前記真空バルブの固定側に固定されるとともに、絶縁支持碍子の一方端に固定された上部
主回路導体と、
この真空バルブの可動側に設けられるとともに、前記絶縁支持碍子の他方端に固定され、
且つ可動側通電軸が摺動接触する下部主回路導体と、
前記可動側通電軸端に連結された絶縁操作ロッドと、
前記絶縁操作ロッドに連結された前記接点を開閉させる操作機構とを備え、
前記接点の開閉速度を遮断動作よりも遅くしたことを特徴とする断路装置。
【請求項２】
　前記接点の開閉速度を０．１～０．５ｍ／ｓとしたことを特徴とする請求項１に記載の
断路装置。
【請求項３】
　前記接点の中央部を凹状としたことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の断路
装置。
【請求項４】
　前記接点は銅合金からなり、中央部よりも外周部のクロム含有量が多いことを特徴とす
る請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の断路装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、接離自在の一対の接点を有する真空バルブを用いた断路装置に係り、特に開
閉速度を改善した断路装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、主回路を開路させる断路装置に、真空中で接離自在の一対の接点を開閉するもの
が知られている。この断路装置は、遮断部と断路部とが同一の真空容器内に収納されてお
り、遮断部で電流遮断を行った後、断路部で更に接点間を広げ、絶縁距離の確保がなされ
ている。ここで、断路動作をする場合には、遮断動作よりも開閉速度が減速され、電流開
閉は行われない（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　このような電流開閉を行わない断路動作の開閉速度は、１ｍ／ｓ程度であることが知ら
れており、遮断動作の開閉速度１．２ｍ／ｓよりも減速されている（例えば、特許文献２
参照）。
【０００４】
　一方、断路動作のときに電流開閉を行う断路装置が知られている（例えば、特許文献３
参照）。電流開閉を行うものでは、アークを素早く消弧させるため、一般的には遮断動作
と同様に開閉速度１ｍ／ｓ以上の高速が採用される。
【特許文献１】特開２０００－２１５７６８号公報　（第３ページ、図１）
【特許文献２】特開２００４－３６２８８９号公報　（第５ページ、図２）
【特許文献３】特開２０００－２５１５８６号公報　（第３ページ、図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記の従来の断路装置においては、次のような問題がある。  
　従来の真空中での断路動作においては、既に接点間でのアークが消滅しており、耐電圧
仕様を満足させるために絶縁距離を伸ばしているにすぎない。このため、遮断動作よりも
開閉速度を減速している。
【０００６】
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　一方、電流開閉を行うものでは、遮断動作と同様に、１ｍ／ｓ超過の高速で開閉動作を
行うため、その操作機構は大きなエネルギーを必要としていた。また、開閉に伴う衝撃力
に耐え得るような強固な構造体にしなければならなかった。
【０００７】
　本来、断路装置は、電流開閉に係わらず、主回路を完全に開路させる責務を有する。こ
のため、遮断動作よりも遅い開閉速度で動作し、電流開閉をすることができれば、操作エ
ネルギーが抑制でき、開閉に伴う衝撃力が低減できるので、望ましい断路装置とすること
ができる。
【０００８】
　本発明は上記問題を解決するためになされたもので、開閉速度を遮断動作よりも遅くし
た断路装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明の断路装置は、接離自在の一対の接点を有する真空
バルブと、前記真空バルブの固定側に固定されるとともに、絶縁支持碍子の一方端に固定
された上部主回路導体と、この真空バルブの可動側に設けられるとともに、前記絶縁支持
碍子の他方端に固定され、且つ可動側通電軸が摺動接触する下部主回路導体と、前記可動
側通電軸端に連結された絶縁操作ロッドと、前記絶縁操作ロッドに連結された前記接点を
開閉させる操作機構とを備え、前記接点の開閉速度を遮断動作よりも遅くしたことを特徴
とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、真空中で接離する一対の接点の開閉速度を遮断動作よりも遅くして断
路動作を行っているので、小電流領域の開閉が可能で、操作機構部に加わる機械的強度を
格段に抑制することができ、軽量で簡易な構造とすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して本発明の実施例を説明する。
【実施例１】
【００１２】
　先ず、本発明の実施例１に係る断路装置を図１および図２を参照して説明する。図１は
、本発明の実施例１に係る断路装置の閉路状態の構成を示す側面図、図２は、本発明の実
施例１に係る断路装置の開路状態の構成を示す側面図である。
【００１３】
　図１に示すように、断路装置は、図示中央部の取り付け板１を境として、図示右側の主
回路を開閉する開閉部１ａと、図示左側の開閉部１ａを開閉操作する操作機構部１ｂとで
構成されている。
【００１４】
　開閉部１ａには、両端に突出部を設けた絶縁支持碍子２が取り付け板１に固定されてい
る。絶縁支持碍子２の突出した一方端には、先端に他の主回路と接続される上部接触子３
を設けた上部主回路導体４がボルト５で固定されている。突出した他方端にも、先端に他
の主回路と接続される下部接触子６を設けた下部主回路導体７がボルト８で固定されてい
る。
【００１５】
　上部主回路導体４と下部主回路導体７間には、接離自在の一対の接点９を有する真空バ
ルブ１０が配設されている。接点９は、平板状であり銅合金からなっている。真空バルブ
１０の固定側通電軸１１は、ボルト１２により上部主回路導体４に固定され、可動側通電
軸１３は、摺動形接触子１４を介して下部主回路導体７を移動自在に貫通している。可動
側通電軸１３端には、軸の移動方向を変換させるスコットラッセル機構１５の一方端が可
動ピン１６で連結されている。他方端には、絶縁操作ロッド１７が可動ピン１８で連結さ
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れ、絶縁操作ロッド１７に固定された可動ロッド１９が取り付け板１を移動自在に貫通し
ている。
【００１６】
　操作機構部１ｂには、可動ロッド１９が移動自在に貫通するガイド２０が取り付け板１
に固定されている。可動ロッド１９端には、この可動ロッド１９を図示左右方向に移動さ
せる変換装置２１が設けられ、操作モータ２２に接続されている。
【００１７】
　次に、断路動作を図２を参照して説明する。図２に示すように、図示しない制御装置で
操作モータ２２を駆動させ、可動ロッド１９と絶縁操作ロッド１７を図示右方向に移動さ
せる。すると、スコットラッセル機構１５により移動方向が略直角に変換され、可動側通
電軸１３は図示下方向に移動する。これにより、接点９間が開路する。
【００１８】
　ここで、接点９間が開路する速度は、１ｍ／ｓ以下とし、一般の遮断動作よりも遅い速
度としている。断路装置においては、進み電流や遅れ電流などの小電流数百Ａを開閉する
場合があるが、開閉速度を遅くしても優れたアーク消弧能力を有する真空バルブ１０によ
って容易に開閉することができる。このような遅い速度により、開路中には電流零点が多
数回現れ、また、アークには磁界が長時間働く。この結果、小電流領域の開閉においては
、電流零点で消弧できる機会が増加し、アークが拡散され、消弧されることになる。なお
、数千Ａ以上の大電流では、消弧が困難となる。
【００１９】
　開閉速度を遮断動作の約半分の０．５ｍ／ｓ以下とすれば、スコットラッセル機構１５
、可動ロッド１９などの機構部に加わる機械的強度、特に開閉を停止させるときに生じる
衝撃力が小さくなり、軽量で簡易な構造とすることができる。また、操作モータ２２の容
量も大幅に小さくすることができる。開閉速度と機械的強度は加速度的な関係にあり、若
干遅くするよりも、上述のように約半分まで遅くすることにより、衝撃力を格段に抑制す
ることができ、その効果を大きいものとすることができる。開閉速度０．１ｍ／ｓ未満で
は、小電流を開閉できるものの、アークの継続時間が長くなって、真空バルブ１０の温度
上昇が起き、熱的な対策が必要となる。これらのことから、開閉速度は、０．１～０．５
ｍ／ｓが好ましいものとなる。
【００２０】
　ここで、開閉速度が１ｍ／ｓ超過の高速を遮断動作の開閉速度と定義する。したがって
、断路動作では、上述のように１ｍ／ｓ以下となるので、遮断動作よりも遅い開閉速度と
なる。
【００２１】
　なお、閉路させる場合には、開路と逆に操作モータ２２を駆動させ、接点９間を閉路さ
せる。この場合も、接点９間が閉路するまでプレアークが発生するが、速度は上述のよう
に、０．１～０．５ｍ／ｓが好ましいものとなる。
【００２２】
　上記実施例１の断路装置によれば、接離自在の一対の接点９の開閉速度を遮断動作より
も遅くしているので、小電流領域の開閉が可能で、スコットラッセル機構１５、可動ロッ
ド１９などの機構部に加わる機械的強度を格段に抑制することができ、軽量で簡易な構造
とすることができる。
【００２３】
　上記実施例１では、操作機構部１ｂを操作モータ２２で説明したが、操作機構部１ｂに
開路バネなどを有するバネ機構や永久磁石などを有する電磁アクチュエータ機構などの操
作機構を用いることができる。
【実施例２】
【００２４】
　次に、本発明の実施例２に係る断路装置を図３を参照して説明する。図３は、本発明の
実施例２に係る断路装置の接点の構成を示す断面図である。なお、この実施例２が実施例
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１と異なる点は、接点の構造である。図３において、実施例１と同様の構成部分において
は、同一符号を付し、その詳細な説明を省略する。接点は、固定側と可動側とで同様であ
り、可動側を用いて説明する。
【００２５】
　図３に示すように、接点９が接離する外周部９ａには、クロムの含有量の多い銅合金が
設けられている。即ち、接点９を７５％銅－２５％クロム合金とすれば、外周部９ａは５
０％銅－５０％クロム合金としている。また、中心部を凹部９ｂとしている。
【００２６】
　接点９を開閉させたときのアークは、中心部に集中し易いが、凹部９ｂとしているので
、電界強度が抑制され、アークが外周に拡散され易いようになる。そして、外周に拡散さ
れたアークは、外周部９ａで比較的長時間に亙って継続して発生する。しかしながら、ク
ロム含有量の多い外周部９ａでは、表面の損傷を抑えることができ、アークの消弧性を向
上させることができる。このような接点９は、開閉速度が遅く、アークの継続時間が長い
ものに適し、小電流の開閉特性を向上させることができる。なお、外周部９ａと凹部９ｂ
を除いた接離面で通電の大部分が行われる。
【００２７】
　上記実施例２の断路装置によれば、実施例１による効果のほかに、小電流領域の開閉特
性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の実施例１に係る断路装置の閉路状態の構成を示す側面図。
【図２】本発明の実施例１に係る断路装置の開路状態の構成を示す側面図。
【図３】本発明の実施例２に係る断路装置の接点の構成を示す断面図。
【符号の説明】
【００２９】
１　取り付け板
１ａ　開閉部
１ｂ　操作機構部
２　絶縁支持碍子
３　上部接触子
４　上部主回路導体
５、８、１２　ボルト
６　下部接触子
７　下部主回路導体
９　接点
９ａ　外周部
９ｂ　凹部
１０　真空バルブ
１１　固定側通電軸
１３　可動側通電軸
１４　摺動形接触子
１５　スコットラッセル機構
１６、１８　可動ピン
１７　絶縁操作ロッド
１９　可動ロッド
２０　ガイド
２１　変換装置
２２　操作モータ
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